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【削減状況の自己評価】

5

ｔCO2

⑤ 岡山南警察署 726

⑥

ベンチマーク指標ベンチマーク

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

26（平成

）年度削減実績

3,351

工場等の名称

④ 倉敷警察署

警察職員数（警察官及び一般職員の総数）

　平成26年度は、
　○　各所属における省エネへの取組
　○　高効率照明器具への設備更新
等により温室効果ガス排出量の削減に努めたが、排出係数が高い電気事業者との契約や、パトカー等
の赤色灯を点灯して走行するレッド走行等の街頭活動強化により揮発油（ガソリン）の消費量が増加
したこと等により、目標達成とはならなかった。
　平成27年度は、より一層、目標達成に向けて取り組んでいくこととする。

人

ｔCO2

1,296

② 岡山西警察署 1,159

岡山県運転免許センター

934

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

26

人 人

関連数値(平成 26 達成率等年度)

指標の状況

△ 7.8

700-0824

岡山市北区内山下２丁目４番６号

警務部警務課

年度)

目標年度
原単位当たり排出量

未達達成

447

ｔCO2

1,103 ｔCO2

ｔCO2

目標達成

ｔCO2

基準年度

目標削減率

26 目標年度(平成 28

28平成

5.0

26

）年度排出量

ｔCO2

12,396

）年度

箇年度）

台）

③CO2換算3,000t以上

⑥ 津山警察署

岡山県運転免許センター

岡山西警察署 岡山市北区野殿東町２番10号

業種名：地方公務

岡山県下全域における治安維持活動等

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種 98

①燃料等原油換算1,500kℓ以上

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

③ 岡山中央警察署 岡山市中区浜１丁目19番39号

3,614 3,181

（該当事業者のみ記入）

対象事業の名称

岡山南警察署 岡山市南区泉田５丁目４番６号

④

本票作成

事業の
概　要

部署名：

番号

温室効果ガス

県内の
主　な
工場等

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

倉敷警察署

岡山県（警察）

（●工場等の数 337 所 ●車両台数（②該当の場合）

)年度排出量基準年度(平成 23 平成年度)

岡山市北区御津中山444番地３

②

分類
コード

倉敷市大島451番地１

⑤

ｔCO2ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

14,138

①

特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

13,048

③ 岡山中央警察署

計画期間： 平成 24

津山警察署

津山市林田77番地

CO2/( CO2/( CO2/( 



【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

　 無

・　冷暖房設備等の使用電力等の低減のため、クールビズ・ウォームビズ運動に取り組んでいる。
・　岡山県の実施するライトダウンキャンペーン、ノーマイカー運動、エコドライブ運動に参加して
　いる。
・　県内に設置されている信号灯器のＬＥＤ化を推進するなど、消費電力の縮減に努めている。

　 無

　県警察では、改正省エネ法に基づく特定事業者としてのエネルギー管理体制の下、エネルギー使用
状況を確認するとともに、県が独自で実施している環境マネジメントシステムに参加し、ＰＤＣＡサ
イクルを通じて事務事業における環境負荷の低減に努めた。

　 無

実施した措置及び今後の取組の内容工場等の名称

その他

その他

県内で
の取組

県内で
の取組

【推進体制】

（26年度実施分）
全所属

（今後実施予定分）
全所属

（26年度実施分）
・　新岡山県環境マネジメントシステムによる取組を推進した。
・　平成23年度に県が策定した県自らの省エネ・省資源の率先行動を定める
　地球温暖化防止行動計画（事務事業編）による取組を推進した。
・　各施設において、高効率の照明器具への設備更新等、温室効果ガス排出
　抑制に資する施設整備を実施した。
（今後実施予定分）
・　引き続き新岡山県環境マネジメントシステムによる取組を推進する。
・　引き続き岡山県地球温暖化防止行動計画（事務事業編）による取組を推
　進する。
・　各施設において、高効率の照明器具への更新や、再生可能エネルギー設
　備の設置等、温室効果ガス排出抑制に資する施設整備について、検討して
　いく。

　 無


